建設事業評価及び評価委員会について
◆建設事業評価の目的及び対象

　目　的：建設事業の効率性及び実施過程の透明性の一層の向上を図る。

　対　象：府又は府の地方独立行政法人が実施する建設事業
（総事業費１億円以上の事業に限る。ただし、災害復旧、補修、改修及び維持管理に係るものを除く） 

◆建設事業評価の種類

	
	事前評価（H13～）
	再評価（H10～）
	事後評価（H15～）

	目　的
	事業実施の妥当性の判断
	事業継続の妥当性の判断
	完了後の効果等の検証、同種事業への反映

	根　拠
	府要綱
	国再評価実施要領、府要綱
	府要綱

	評価委員会対象
	総事業費10億円以上
	全て
	代表例として選定した事業

	評価時期

	事業費の予算化を予定している年度の前年度（府営住宅建替事業は実施設計前。総事業費が概ね50億円以上で熟度が高いものは基本計画策定前） 
	①事業採択後５年間未着工

②事業採択後10年間継続中 
③再評価後５年経過
④事業計画等の大幅な変更（中休止、事業費
　3割以上増減、事業計画の大きな変更）
	事業完了後５年経過まで

	評価視点
	・上位計画等の位置付け

（優先度を含む）

・事業を巡る社会経済情勢

・費用便益分析等の効率性

・安全、活力等の有効性

・自然環境等への影響と対策

・代替手法との比較検討
	・事業の進捗状況
（事業計画等の変更、今後の進捗見通しを含む）

・事業を巡る社会経済情勢の変化

・費用便益分析等の効率性

・安全、活力等の有効性

・自然環境等への影響と対策
	・費用対効果分析の算定基礎の要因の変化

・社会経済情勢の変化
・事業効果の発現状況
・事業実施による自然環境の変化

・同種事業への改善措置等（当初計画との相違点及びその原因を含む）


◆建設事業評価委員会における審議
　①担当部局が案件毎に評価調書を作成

②事務局が案件全体を事前確認し、その確認結果（課題抽出）を説明

③個別案件につき、必要に応じ、担当部局から専門技術的知見等に基づく説明

　④評価委員会における審議（上記評価視点に基づく）

・評価調書及び部局の説明等を踏まえ、事業の実施・継続の妥当性等を判断

・府民意見等が提出された場合、府の見解を確認し、それらを踏まえ事業の妥当性等を判断

・河川整備計画等の上位計画や費用便益分析等における専門技術的事項については、担当部局に府民にわかりやすい説明を求め、事業の妥当性等の判断をする。その際、必要な場合は専門委員が参画する。

　⑤評価委員会は、事業の妥当性等を判断し、意見具申をとりまとめる。

　　→府は意見を尊重し対応方針（評価）を決定
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